
事業概要
自治体とハウスサポートが、自治体が管理している個人情報を活用した空き家対策プログラムを作成する。
自治体は相続、死亡届、転出届や高齢者施設の入所等の個人情報から空き家の発生が想定される時、所有者に個別相談会を案
内し、ハウスサポートが相談会で所有者に空き家の発生抑制や利活用を提案する。

取組内容及び成果

取組内容

１、対象地域の空き家の発生要因の調査分析

２、自治体の関連部署の担当者を交えた協議会の開催

３、自治体が個人情報を取得するタイミングと支援内容の把握

・市民課：死亡届や転出届

・税務課：固定資産税の納税義務者変更届等

・高齢福祉課：ケアマネージャー等に向けた高齢者支援の告知

４、自治体の窓口で対応可能な支援策の検討と立案

５、支援ツールの作成（動画・リーフレット等）

６、プログラムの試行（セミナー、個別相談会の開催）

７、自治体が取り扱う個人情報の注意点の整理

８、支援プログラムの手引書作成

事業の普及啓発
自治体の関連部署の担当者に対して、空き家の
所有者が将来直面する課題や問題について
理解をいただき、対応策が必要であることを認識
して頂くことが重要であった。そこで、事業の取組
手順を変更し「事業紹介のマンガ動画」を
先行して作成し、事業目的を理解して頂いた。

取組成果

自治体が新たな空き家の発生を抑制し、低コストで空き家の発生を防ぐ方策が確
立できた。

１、市民課・税務課等の窓口で活用できる支援ツールが完成。リーフレット・動画

２、自治体が把握している個人情報を空き家の抑制に利活用する手引書の完成

３、空き家バンクに買主・借主等の需要情報を追加した仕組みの手引き書の提案

活動地域 岐阜県関市

事業
スキーム

事業者情報

団体名 一般社団法人ハウスサポート

所在地 岐阜県各務原市川島小網町2068-17

設立時期 平成２６年

団体ＨＰ https://www.house-support.or.jp/
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一般社団法人ハウスサポート

一般社団法人ハウスサポート

空き家所有者

連携体制

地域包括支援センター

岐阜県 関市

施設の入所等

事前調査・対策協議
個別相談
対策提案

高齢福祉課 税務課市民課

都市計画課企画広報課

死亡届・転出届 納税者変更等

事業プログラムの構築



一般社団法人ハウスサポート
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自治体が管理している個人情報を活用した空き家抑制プログラム

自治体市民

市民課

税務課

高齢福祉課

窓口業務務

誘導

都市計画課 企画広報課

支援ツールの作成 個別相談会

民間事業者

岐阜県 関市

ハウスサポート

空き家バンク空き家 主担当



自治体の窓口向け「支援ツール」の作成
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一般社団法人ハウスサポート

高齢者に向けて 優しく
語りつげる ポエムで啓発！

自治体の窓口毎に内容が異なるリーフレットを作成！ 事業紹介の動画も解り易く好評！

高齢福祉課

税務課

市民課

自治体担当者と協議会
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一般社団法人ハウスサポート
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調査結果：発生要因の約８０％が相続・転居・施設入所

 市 空き家等の 談内容 R４～R５年の３８件 

自治体と連携した安心できる体制！

地域包括支援センター６拠点の社会福祉士に向けた事業紹介と意見交換会

高齢福祉課との協議：高齢福祉課の窓口で市民に告知する機会は少ない！
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一般社団法人ハウスサポート

自治体の担当者が異動しても
仕組みが維持出来るように！

空き家バンクに買主・借主等の需要
情報を追加した仕組みの手引書

本事業の継続性と今後の課題

空き家バンクの利
用が少ない

個人情報の取り扱い方！
注意事項！

３、空き家バンクと「空き家」の利活用支援

２、本事業の手引書の作成

相談内容が
遺産分割協議
の問題も多い！

相談日は
土日もあります！

１、定期的な個別相談会の開催
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